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本
紙

号
外

第
五
三
四
五
号
か
ら

第
五
三
六
五
号
ま
で

第
一
三
九
号
か
ら

第
一
六
〇
号
ま
で

特
第
二
〇
号

法
律
・
政
令
・
条
約
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
公
布
の
日
に
「
法
令
の
あ
ら

ま
し
」
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
。

※
◎
凡

例

R
件
名
の
上
の
ゴ
シ
ッ
ク
数
字
は
番
号
を
示
す
。

S
件
名
の
下
の
数
字
の
う
ち
、
上
段
は
掲
載
日
、
中
段
の
ア
ラ
ビ
ア
数

字
は
号
外
番
号
、
下
段
は
ペ
ー
ジ
を
示
す
。
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詔

書

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

日

号
外

ペ
ー
ジ

平
成
二
十
二
年
七
月
三
十
日
に
、
国
会

の
臨
時
会
を
東
京
に
召
集
す
る
詔
書

二
七
特20

一

政

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

一
六
七

排
他
的
経
済
水
域
及
び
大
陸

棚
の
保
全
及
び
利
用
の
促
進

の
た
め
の
低
潮
線
の
保
全
及

び
拠
点
施
設
の
整
備
等
に
関

す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を

改
正
す
る
政
令

二

二

一
六
八

風
俗
営
業
等
の
規
制
及
び
業

務
の
適
正
化
等
に
関
す
る
法

律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す

る
政
令

九

二

一
六
九

国
土
調
査
法
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令

一
六

二

一
七
〇

国
家
公
務
員
退
職
手
当
法
施

行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令

二
二

二

一
七
一

ネ
パ
ー
ル
国
際
平
和
協
力
隊

の
設
置
等
に
関
す
る
政
令
の

一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
二

三

一
七
二

ユ
ネ
ス
コ
活
動
に
関
す
る
法

律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す

る
政
令

二
三

二

一
七
三

薬
事
法
施
行
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令

二
三

二

一
七
四

在
外
公
館
に
勤
務
す
る
外
務

公
務
員
の
在
勤
基
本
手
当
の

額
並
び
に
住
居
手
当
に
係
る

控
除
額
及
び
限
度
額
を
定
め

る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令

二
八
158

二

一
七
五

公
益
通
報
者
保
護
法
別
表
第

八
号
の
法
律
を
定
め
る
政
令

の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
八
158

一
〇

一
七
六

検
疫
法
施
行
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令

二
八
158

一
〇

一
七
七

雇
用
保
険
法
等
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
の
一
部
の
施
行

に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等

及
び
経
過
措
置
に
関
す
る
政

令
及
び
国
民
年
金
法
等
の
一

部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行

に
伴
う
経
過
措
置
に
関
す
る

政
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政

令

三
〇

二

条

約

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

三

国
際
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

機
関
憲
章

二
140

二

四

脱
税
の
防
止
の
た
め
の
情
報

の
交
換
及
び
個
人
の
所
得
に

つ
い
て
の
課
税
権
の
配
分
に

関
す
る
日
本
国
政
府
と
バ

ミ
ュ
ー
ダ
政
府
と
の
間
の
協

定

五
141

二

五

ク
ラ
ス
タ
ー
弾
に
関
す
る
条

約

九
145

二

六

航
空
業
務
に
関
す
る
日
本
国

と
中
華
人
民
共
和
国
マ
カ
オ

特
別
行
政
区
と
の
間
の
協
定

二
六
156

二

七

刑
を
言
い
渡
さ
れ
た
者
の
移

送
及
び
刑
の
執
行
に
お
け
る

協
力
に
関
す
る
日
本
国
と
タ

イ
王
国
と
の
間
の
条
約

三
〇
160

三

最

高

裁

規

則

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

六

裁
判
官
及
び
裁
判
官
の
秘
書

官
以
外
の
裁
判
所
職
員
の
人

事
評
価
に
関
す
る
規
則

二
九

二

府

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
内

閣

府

三
五

金
融
庁
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
内
閣
府
令

一

二

三
六

消
費
者
庁
組
織
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
内
閣
府
令

一

二

三
七

公
認
会
計
士
・
監
査
審
査
会

事
務
局
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
内
閣
府
令

一

二

三
八

有
価
証
券
の
取
引
等
の
規
制

に
関
す
る
内
閣
府
令
の
特
例

に
関
す
る
内
閣
府
令

三
〇

四

府

令

・
省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
内

閣

府
、
総
務
省
、

文
部
科
学
省

三

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法

施
行
規
程
の
一
部
を
改
正
す

る
命
令

一
六
150

一

省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

〇
総

務

省

七
五

地
方
公
務
員
災
害
補
償
法
施

行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

一

二

七
六

独
立
行
政
法
人
平
和
祈
念
事

業
特
別
基
金
等
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

七

一

七
七

普
通
交
付
税
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
三
155

一

七
八

地
方
特
例
交
付
金
に
関
す
る

省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令

二
三
155

八
四

七
九

地
方
財
政
法
第
三
十
三
条
の

五
の
二
第
一
項
の
額
の
算
定

方
法
を
定
め
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
三
155

八
七

八
〇

電
波
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

三
〇
160

八

˜
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